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平成 １８年 ３ 月 期   個 別 財 務 諸 表 の 概 要           平成18年５月19日 

会 社 名  株式会社 学 究 社         上場取引所  ＪＡＳＤＡＱ 

コ ー ド 番 号  ９７６９               本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.ena-net.co.jp/ ） 
代 表 者   役  職  名   取締役兼代表執行役社長 

   氏    名      河 端  真 一 
問い合わせ先   責任者役職名   取締役兼常務執行役 

         氏    名      森 山  敏 久    ＴＥＬ（０３）５３３９－１２１１  

決算取締役会開催日  平成18年５月18日         中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日  平成18年６月29日         単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

 

１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）   

(1) 経営成績                                                             (単位：百万円、単位未満切捨) 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円   ％ 

3,825      （ 10.9） 

      3,449      （△7.9） 

百万円  ％ 

       254      （854.7） 

26     （△10.9） 

百万円  ％ 

     268       (361.7)     

58         （30.9）    

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円   ％ 

      210         （―） 

    △337      （△ 4.1） 

円  銭

 33 08 

△53 07 

円  銭

― 

― 

％

10.5 

  △16.3 

％ 

9.9 

2.0 

％

7.0 

1.7 

(注)1.期中平均株式数      18年３月期  6,355,995株   17年３月期  6,358,072株 

2.会計処理の方法の変更      無 

3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

18年３月期 

17年３月期 

円  銭

 12    0   

0    0 

円  銭 

  0    0

 0    0 

円  銭

 12    0 

0    0 

百万円

76 

      ― 

％ 

 36.3 

 ― 

％

 3.6 

 ― 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

2,845 

2,554 

百万円

2,112 

1,903 

％ 

 74.2 

 74.5 

円   銭

   332       46 

   299    39 

(注)1.期末発行済株式数   18年３月期  6,355,510 株   17年３月期  6,356,610 株 

2.期末自己株式数    18年３月期    394,270 株   17年３月期      393,170 株 

 

 

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

    1,985  

4,130   

百万円

     95   

     350   

百万円

  55   

   210  

円 銭

0   00 

  -    - 

円 銭 

-  - 

12   00 

円 銭

-  - 

12   00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)      33円 04銭 

 
上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は状況の変化等により異なる可能性があります。 
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2【 財 務 諸 表 等 】 
(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 

  
第30期 

(平成17年３月31日) 
第31期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  321,024  670,353

２ 教材  23,753  17,408

３ 前払費用  62,599  63,861

４ 未収入金  27,842  8,907

５ 立替金  18,421  3,601

６ 未収法人税等  5,182  －

７ その他  907  497

 貸倒引当金  △1,490  △510

流動資産合計  458,239 18.0  764,117 26.8

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産   

１ 建物 ※１ 1,389,729 1,450,515 

減価償却累計額  679,257 710,471 725,571 724,944

２ 構築物  52,797 52,797 

減価償却累計額  39,748 13,049 41,602 11,195

３ 機械及び装置  22,800 22,800 

  減価償却累計額  13,150 9,649 15,138 7,661

４ 車両運搬具  10,815 10,815 

減価償却累計額  8,866 1,948 9,538 1,276

５ 器具及び備品  198,495 223,867 

減価償却累計額  149,199 49,296 169,654 54,212

６ 土地 ※１ 619,585  619,585

有形固定資産合計  1,404,001 55.0  1,418,876 49.9

(2) 無形固定資産   

１ ソフトウェア  4,734  2,221

２ 電話加入権  35,150  －

無形固定資産合計  39,884 1.5  2,221 0.1
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第30期 
(平成17年３月31日) 

第31期 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(3) 投資その他の資産   

１ 投資有価証券  29,600  29,399

２ 関係会社株式  426,122  426,122

３ 出資金  110  100

４ 関係会社出資金  267,694  273,581

５ 関係会社長期貸付金  10,103  10,260

６ 長期前払費用  3,285  3,749

７ 関係会社長期未収入金  14,163  14,427

８ 関係会社長期立替金  83,901  78,244

９ 差入保証金及び敷金  383,113  387,964

10 会員権  26,000  26,000

11 その他  4,659  1,681

 貸倒引当金  △109,198  △103,976

 子会社投資損失 
引当金 

 △486,801  △486,801

投資その他の資産合計  652,755 25.5  660,751 23.2

固定資産合計  2,096,640 82.0  2,081,849 73.2

資産合計  2,554,880 100.0  2,845,967 100.0
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第30期 
(平成17年３月31日) 

第31期 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 未払金  127,922  101,057

２ 未払費用  87,683  98,916

３ 未払法人税等  25,307  62,703

４ 未払消費税等  25,930  19,922

５ 前受授業料等  187,205  274,462

６ 預り金  7,471  9,051

７ 賞与引当金  55,500  21,000

８ その他  2,923  2,222

流動負債合計  519,945 20.3  589,335 20.7

Ⅱ 固定負債   

１ 退職給付引当金  127,053  138,905

２ 預り保証金  4,800  4,800

固定負債合計  131,853 5.2  143,705 5.1

負債合計  651,798 25.5  733,041 25.8

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※２ 1,806,680 70.7  806,680 28.3

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  451,670 243,664 

２ その他資本剰余金   

資本金及び資本準備金 
減少差益 

 203,859 1,000,000 

資本剰余金合計  655,529 25.6  1,243,664 43.7

Ⅲ 利益剰余金   

１ 当期未処分利益  － 210,247 

２ 当期未処理損失  411,865 － 

利益剰余金合計  △411,865 △16.1  210,247 7.4

Ⅳ 自己株式 ※３ △147,262 △5.7  △147,665 △5.2

資本合計  1,903,081 74.5  2,112,926 74.2

負債・資本合計  2,554,880 100.0  2,845,967 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   

１ 授業料  3,312,313 3,607,093 

２ 入学金  29,785 36,335 

３ 維持費収入  107,379 3,449,478 100.0 182,314 3,825,742 100.0

Ⅱ 営業費用  2,824,249 81.9  2,884,097 75.4

営業総利益  625,229 18.1  941,645 24.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 広告宣伝費  245,250 264,357 

２ 貸倒引当金繰入額  1,137 510 

３ 役員報酬  51,189 81,747 

４ 給与・賞与  63,627 69,812 

５ 賞与引当金繰入額  8,528 5,242 

６ 教育求人費  14,497 26,041 

７ 退職給付費用  1,900 1,880 

８ 報酬・諸手数料  52,488 47,173 

９ 旅費・通信費  43,385 46,514 

10 賃借料  33,391 44,452 

11 租税公課  39,204 37,404 

12 その他  43,967 598,568 17.3 61,989 687,126 17.9

営業利益  26,660 0.8  254,518 6.7

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  67 13 

２ 受取配当金  4 4 

３ 受取家賃  22,035 9,600 

４ 償却債権取立益  56 － 

５ 為替差益  5,173 1,312 

６ 雑収入  9,995 37,331 1.1 3,883 14,813 0.4

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  3,182 － 

２ その他  2,747 5,930 0.2 1,237 1,237 0.1

経常利益  58,061 1.7  268,094 7.0
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第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益   

１ 賞与引当金戻入  － 35,348 

２ 固定資産売却益 ※１ 76,857 － 

３ 貸倒引当金戻入益  － 76,857 2.2 5,112 40,461 1.1

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産除却損 ※２ 10,122 9,607 

２ 固定資産売却損 ※３ 82,074 － 

３ 賃貸用不動産評価損 ※４ 224,218 － 

４ 会員権評価損  － 3,000 

５ 電話加入権評価損  － 35,150 

６ 退職給付会計基準変更時 
差異処理額 

 13,581 329,996 9.6 － 47,757 1.3

税引前当期純利益  －  260,798 6.8

税引前当期純損失  195,077 5.7  －

法人税、住民税 
及び事業税 

 24,875 50,550 

法人税等調整額  117,444 142,320 4.1 － 50,550 1.3

当期純利益  －  210,247 5.5

当期純損失  337,397 9.8  －

前期繰越損失  91,787  －

利益準備金取崩額  17,318  －

当期未処分利益  －  210,247

当期未処理損失  411,865  －
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③【利益処分案又は損失処理案】 

 

損失処理案 

  
第30期 

(平成17年３月期) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

（当期未処理損失の処理）  

Ⅰ 当期未処理損失  411,865

Ⅱ 損失処理額  

1. その他資本剰余金からの振替額  203,859

2. 資本準備金取崩額  208,005 411,865

Ⅲ 次期繰越損失  －

  

（その他資本剰余金の処分）  

Ⅰ その他資本剰余金  203,859

Ⅱ その他資本剰余金処分額  

1. 利益剰余金への振替額  203,859 203,859

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額  －

  

  

  

    利益処分案 

  
第31期 

(平成18年３月期) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  210,247

Ⅱ 利益処分額  

1. 配当金  76,266 76,266

Ⅲ 次期繰越利益  133,981
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重要な会計方針 

 

項目 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額

は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法によ

り算定しております。) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によって

おります。 

子会社株式 

同左 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 時価のないもの 

同左 

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

教材 総平均法による原価法によって

おります。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産： 

  建物(建物附属設備を除く)は定額

法、建物以外は定率法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物 ３～50年

構築物 10～20年

機械及び装置 10年

器具及び備品 ３～15年
 

(1) 有形固定資産： 

同左 

   

 

 (2) 自社利用のソフトウェア： 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内の利用可能見込期間(５

年)に基づく定額法によっており

ます。 

(2) 自社利用のソフトウェア： 

同左 

 (3) 長期前払費用： 

  定額法によっております。 

(3) 長期前払費用： 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 開発費は商法施行規則の規定に基づき

５年で均等償却をしております。 
 

 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 
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項目 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  営業債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定債

権については個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、

最近時の支給実績をもとに見積未

払額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

  年俸制対象者を除いた従業員の賞

与支給に備えるため、最近時の支

給実績をもとに見積未払額を計上

しております。 

  （追加情報） 

   当事業年度より年俸制導入に伴

い、年俸制対象者を除いた従業員

に対して引当金の計上を行ってお

ります。 

 (3) 子会社投資損失引当金 

  子会社投資により将来発生する損

失に備えるため、営業成績不振の

子会社を対象にその財政状態及び

経営成績を考慮して、投資額に対

して引当計上しております。 

(3) 子会社投資損失引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。なお、会

計基準変更時差異(67,907千円)に

ついては５年による均等額を費用

計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

  なお、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（７年）によ

る定額法により翌事業年度から費

用処理しております。 

７ 収益及び費用の計上基準 入学要項に基づいて、生徒より受入れ

た校納金のうち、授業料(教材費収入

及び模試費収入を含む)は、在学期間

に対応して、また、入学金及び維持費

収入は、受入れた事業年度の収益とし

て売上高に計上しております。 

同左 

８ リース取引の処理方法 リース物件の所有者が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計方針の変更 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（子会社投資損失引当金） 

 従来、子会社投資等により将来発生する損失に備え

るため、営業成績不振の子会社を対象にその財政状態

及び経営成績を考慮して、投資額及び債権等に対して

子会社投資等損失引当金を計上しておりましたが、当

事業年度より、引当の対象のうち、投資額に相当する

部分を子会社投資損失引当金として計上し、債権等に

相当する部分を貸倒引当金として計上する方法に変更

しております。 

 この変更は、子会社等への債権額の増加とこれに対

する引当金の重要性が増したことから、債権額に対す

る貸倒リスクを合理的に評価するとともに、子会社へ

の投資額に対応する引当額を明瞭に表示するためにお

こなったものであります。 

 この変更による、当事業年度の損益に与える影響は

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

表示方法の変更 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16

年12月1日より適用となること及び「金融商品会計

に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）

が平成17年2月15日付で改正されたことに伴い、前

事業年度まで「出資金」に含めて表示しておりまし

た投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第2条第2項により有価証券とみな

されるもの）は、当事業年度より「投資有価証券」

に含めて表示しております。なお、当事業年度の

「投資有価証券」に含まれる当該出資の額は29,600

千円、前事業年度の「出資金」に含まれる当該出資

の額は、29,800千円であります。 
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追加情報 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度より「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会実務対応報告第12号（平成16年2月13日））に

従い、法人事業税の付加価値割及び資本割13,135千

円を販売費及び一般管理費に計上しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
第30期 

(平成17年３月31日) 
第31期 

(平成18年３月31日) 

※１ ① 担保に供している資産     

建物 474,421千円

土地 599,769千円

計 1,074,191千円

   ② 担保する債務残高        ― 

   ③ 根抵当極度額        500,000千円 

※１ ① 担保に供している資産     

建物 207,756千円

土地 139,294千円

計 347,050千円

   ② 担保する債務残高        ― 

   ③ 根抵当極度額        200,000千円 

※２ 授権株式数等 

会社が発行する株式の総数 

普通株式 15,417,000株

発行済株式の総数 

普通株式 6,749,780株
 

※２ 授権株式数等 

会社が発行する株式の総数 

普通株式 15,417,000株

発行済株式の総数 

普通株式 6,749,780株
 

※３ 自己株式の保有数 

普通株式 393,170株
 

※３ 自己株式の保有数 

普通株式 394,270株
 

４  資本の欠損 

  資本の欠損の額は355,268千円であります。 

４   
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(損益計算書関係) 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま 

  す。 

建物 76,857千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 3,370千円

賃借物件原状回復費用 3,551千円

その他 3,200千円

計 10,122千円

 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま 

  す。 

土地 81,541千円

建物 532千円

計 82,074千円

 

※４ 賃貸用不動産評価損 

    

   賃貸用不動産として所有している二俣川物件に対

して適正価格の算出を外部に委託し、簿価との差

額を評価損として計上しております。 

 

  

※１ 

 

 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 1,303千円

賃借物件原状回復費用 3,182千円

その他 5,121千円

計 9,607千円

 

※３  

 

 

 

 

※４  
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(リース取引関係) 

 

項目 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 器具及び備品

 取得価額相当額 39,816千円

 減価償却累計額
 相当額 

32,268千円

 期末残高相当額 7,548千円

  なお、取得価額相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経

過リース料期末残高の割合が低い

ため、財務諸表等規則第８条の６

第２項の規定に基づき、支払利子

込み法により算定しております。

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 器具及び備品

 取得価額相当額 －千円

 減価償却累計額 
 相当額 

－千円

 期末残高相当額 －千円

同左 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 7,548千円

 １年超 －千円

 合計 7,548千円

  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、財務

諸表等規則第８条の６第２項の規

定に基づき、支払利子込み法によ

り算定しております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 －千円

 １年超 －千円

 合計 －千円

同左 

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

 支払リース料 7,963千円

 減価償却費相当額 7,963千円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

 支払リース料 7,548千円

 減価償却費相当額 7,548千円
 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数として、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

 第30期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び第31期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日)において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
  別の内訳 

 

繰延税金資産（流動） 

 賞与引当金損金不算入額 22,584千円

未払事業税 4,751千円
 未払社会保険料損金不算入
額 

2,634千円

 その他 6,325千円

繰延税金資産（流動）小計 36,296千円

 評価性引当額 △36,296千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円

  

  

繰延税金資産（固定）  

 繰越欠損金 98,079千円
 貸倒引当金損金算入限度 
 超過額 

42,267千円

 子会社投資損失引当金 
 損金不算入額 

198,097千円

 賃貸用不動産評価損否認額 91,242千円

 退職給付引当金損金算入 
 限度超過額 

51,702千円

 会員権評価損否認額 18,804千円

 その他 1千円

繰延税金資産（固定）小計 500,194千円

評価性引当額 △500,194千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
  別の内訳 

 

繰延税金資産（流動） 

 賞与引当金損金不算入額 8,545千円

未払事業税 4,507千円
 未払社会保険料損金不算入
額 

997千円

 その他 1,609千円

繰延税金資産（流動）小計 15,660千円

 評価性引当額 △15,660千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円

  

  

繰延税金資産（固定）  
 貸倒引当金損金算入限度 
 超過額 

41,954千円

 子会社投資損失引当金 
 損金不算入額 

198,097千円

 賃貸用不動産評価損否認額 91,242千円

 退職給付引当金損金算入 
 限度超過額 

56,525千円

 会員権評価損否認額 18,804千円

 その他 13,962千円

繰延税金資産（固定）小計 420,586千円

評価性引当額 △420,586千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円
 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異原因 

 
法定実効税率 △40.7％ 

 (調整)  
 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.2％ 

 住民税均等割等 12.7％ 

 評価性引当額 99.7％ 

 その他 0.1％ 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

73.0％ 

  

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異原因 

 
法定実効税率 40.7％ 

 (調整)  
 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

3.0％ 

 住民税均等割等 13.4％ 

 評価性引当額 △38.4％ 

 その他 0.7％ 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

19.4％ 
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(１株当たり情報) 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額              299円39銭 １株当たり純資産額                332円46銭 

１株当たり当期純損失              53円07銭 １株当たり当期純利益                33円08銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 (注) １株当たり当期純利益及び当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 第30期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当期純利益(千円) － 210,247 

 当期純損失(千円) 337,397 － 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

 普通株式に係る当期純利益(千円) － 210,247 

 普通株式に係る当期純損失(千円) 337,397 － 

 期中平均株式数(株) 6,358,072 6,355,995 

 

 

(重要な後発事象) 

 
第30期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第31期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、平成17年５月19日開催の取締役会におい

て、資本の減少について第30回定時株主総会に付議す

ることを決議し、平成17年６月29日開催の同株主総会

において次のとおり承認決議されております。 

 

１．目的 

  今後の配当可能利益の確保・充実を図るととも

に、機動的な配当政策に備えるため。 

２．資本の減少 

（１）減少すべき資本の額 

資本の額1,806,680,000円のうち1,000,000,000

円減少して、減少後の資本の額は806,680,000円と

します。 

（２）資本減少の方法 

   無償減資 

（３）資本減少の日程 

① 取締役会決議日      平成17年５月19日

② 定時株主総会決議日    平成17年６月29日

③ 債権者異議申述最終期日  平成17年８月５日

④ 資本の減少の効力発生日  平成17年８月６日
 

 

 
 

 


